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1．調査テーマ
●公立小学校における現在の英語教育（活動）＊の実態把握
●小学校英語についての教員の意識把握
＊現在、小学校では一般に「英語活動」といわれているが、本調査では「英語教育」
と表記している。

2．調査方法
郵送法による質問紙調査

3．調査時期
2006年7月～8月

4．調査対象
全国の公立小学校の教員（教務主任）3,503名
（配布数10,000通、回収率35.0％）

5．サンプルの抽出方法
全国の公立小学校のリストより、無作為に10,000校を抽出し、教務主任に回答を
依頼した。

6．調査項目
●英語教育の実態
実施の有無／開始時期／実施学年／教育課程上の位置づけ／年間時数／英語教
育の内容／英語教育を行っている人／コーディネーター／外国語指導助手
（ALT、AETなど）の来校頻度／外国語指導助手の様子／指導計画を作成すると
きに参考にするもの／主に使用している教材／校内研修／校外研修／評価／保
護者の様子／英語教育を行ううえでの学校の状況／課題／教員の負担感／子ど
もの変化／教員の変化／英語教育に対する評価

●英語教育全般に対する意見
英語教育に対する賛否／身につけるべき英語力／英語教育で重要なこと／英語
教育に対する意見／英語教育に関する意識／望ましい開始学年

調査概要

本調査は、公立小学校における英語教育（活動）の実態や、小学校英語に関する教員の
意識を把握することを目的に実施している。今後、小学校英語の実施状況の変化に伴
い、経年での比較ができるように配慮した調査設計がなされている。

本調査の特徴は以下のようにまとめられる。

1．公立小学校における英語教育（活動）の実態を幅広くとらえることができる

本調査は、公立小学校の教員（教務主任）を対象としており、全国の小学校での英語
教育の取り組みの状況、内容などをとらえることができる。

2．英語教育の実態による違いを把握することができる

学校ごとの英語教育の課題などが、取り組みの状況によってどのような違い
があるのかをとらえることができる。

3．英語教育に対する教員の意識を幅広く聞いている

本調査では、小学校英語に対する賛否、英語教育に関する意識など、小学校英語や　
英語教育に関する小学校教員の意識を幅広く聞いている。

4．経年比較に配慮した調査設計をしている

調査設計にあたっては、経年比較が可能なように、小学校英語を考えるうえで基本
的な項目を選択して、調査内容を構成している。

本調査の特徴

本調査の特徴／調査概要

※本調査は、公立小学校における英語教育（活動）の実態把握と、小学校英語に関する教員の意
識把握を目的としているため、回答者は英語教育（活動）の取り組みについて把握していると
共に、一般教員の意識を代表していることが望ましい。ただ、学校によって英語教育に関わる
教員の立場がさまざまである可能性を考慮し、本調査では、教務主任に回答を依頼した。
※調査対象者は各学校１人ずつ。「英語教育（活動）の状況」（第１章）では、英語教育を「行っ
ている」学校の教員（教務主任）の回答を対象に、「教員の意見」（第２章）では、すべての教
員の回答を対象に分析している。
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本調査の枠組み／基本属性

「第1回小学校英語に関する基本調査」では、小学校英語に関する現状を異なる角度か
ら明らかにするために、「教員調査」と「保護者調査」の2種類の調査を実施した。教
員調査では、学校で行われている英語教育（活動）の実態と教員（教務主任）の意識を、
保護者調査では、小学生の英語学習の実態と保護者の意識を明らかにすることを目的
にした。本報告書では、このうち「教員調査」について、調査結果の詳細を報告する。

※教員調査の速報結果については、2006年11月に「第1回小学校英語に関する基本調査（教員調査）速
報版」を刊行。
※保護者調査の速報結果については、2007年2月に「第1回小学校英語に関する基本調査（保護者調査）
速報版」を刊行。また、2007年5月に「第1回小学校英語に関する基本調査（保護者調査）報告書」を
刊行予定。

本調査の枠組み

［第1回小学校英語に関する基本調査］

＜教員調査＞

2006年7月～8月実施

全国の公立小学校の教員（教務主任）対象

・現在の英語教育（活動）の実態把握

・小学校英語についての教員の意識把握

＜保護者調査＞

2006年9月～10月実施

小学生の保護者対象

・小学生の英語学習の実態把握

・小学校英語についての保護者の意識把握
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図A-3 担任している学年

図A-1 性別

Ａ．回答者（教務主任）の属性
本調査の回答者（教務主任）について、性別は「男性」69.5％、「女性」30.1％で

男性が多く（図A-1）、年齢は「45～50歳未満」が4割でもっとも多い（図A-2）。ま
た、「担任はしていない」場合が66.8％で多い（図A-3）。また、現在の勤務校での在
職年数は、「6年目以上」が24.4％でもっとも多い（図A-4）。さらに、教務主任自身
が力を入れて研究している教科は、「算数」が23.0％で多く、次いで「国語」が
18.8％で続く（図A-5）。
英語教育（活動）の経験については、「現在、担当している」が18.6％、「以前、担

当していたが、今は担当していない」が27.6％で、「担当したことがない」のは
53.0％である（図A-6）。また、回答者自身が、英語が「好き（とても＋まあ）」とい
う回答は6割にのぼる（図A-7）が、英語を指導することに「自信がある（とても＋
まあ）」という回答になると、2割にとどまる（図A-8）。
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図A-4 勤務校での在職年数
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図A-5 力を入れている教科や時間
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図A-6 英語教育の担当経験の有無
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図A-7 英語の好き嫌い
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図A-8 英語指導に対する自信

Ｂ．学校の特性
回答者が勤務する学校の所在地は、「関東」と「中部」が多く、それぞれ2割ずつで
ある（表B-1）。学校がある自治体の種類は、「その他の市」が全体のほぼ半数を占め、
「町村」が2割で続く（表B-2）。また、地域は「農林漁業地域」が47.9％でもっとも多
い（表B-3）。
学校の児童数は、「101～300人」（30.0％）や「100人以下」（26.5％）が多い

（表B-4）。また、学校の種類としては、「英語教育に関する研究開発学校（研究開発
指定校を含む）」が2.3％、「英語教育に関する特区にある学校」が5.7％で、9割が
「それ以外」の学校である（表B-5）。
最後に、学校の特徴を見ると、「地域との交流がさかんである」「校内研究に力をい

れている」が8割（「とてもそう」＋「まあそう」の％、以下同様）で、「教育熱心な親
が多い」が6割強となっている（図B-1）。

表B-1 所在地
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 無答不明

4.2 14.3 21.4 21.2 9.2 10.1 5.3 13.7 0.6

「北海道」は北海道。「東北」は青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島。「関東」は茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、東京、神奈川。「中部」は新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、三重。「近畿」
は滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山。「中国」は鳥取、島根、岡山、広島、山口。「四国」は徳島、香
川、愛媛、高知。「九州」は福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄。

表B-2 自治体
政令市 中核市 特例市 その他の市 特別区 町村 無答不明

9.2 14.1 0.6 49.1 2.8 23.1 1.0 

表B-3 学校のある地域

表B-4 児童数

農林漁業地域 工業地域 都市郊外の住宅地域 都市中心部の住宅地域 都市中心部の商業地域 無答不明

47.9 1.0 35.0 10.7 4.9 0.5

100人以下 101～300人 301～500人 501～700人 701～1,000人 1,001人以上 無答不明

26.5 30.0 22.2 13.2 6.9 0.9 0.3 

表B-5 学校の種類
英語教育に関する
研究開発学校

（研究開発指定校を含む）

英語教育に関する
特区にある学校 それ以外 無答不明

2.3 5.7 90.0 1.9 
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図B-1 学校の特徴
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